
計画の名称

計画策定主体

対象市町村

計画期間

整備の目標

評価基準 評価結果
全項目が○である。
１項目でも×がある。

項目 評価項目 評価

・関連する計画との整合が図ら
れているか

○

・地域の課題に適切に対応する
目標となっているか

○

・整備計画の目標と定量的指標
の整合性がとれているか

○

・事後評価ができる適切な指標
となっているか

○

・構成事業の実施による効果を
評価するための指標として適切
なものとなっているか

○

・円滑な事業執行の環境が整っ
ているか

○

・地元の機運が醸成されている
か

○

県内の執行体制は整っており、技術的条件や自然
条件などを検討し実施可能な計画となっている。

地域を通じて事業実施要望が寄せられている。
地元の同意も得ている。

評
価

評価根拠

目標の妥当性

岐阜県森林づくり基本計画

森林資源が成熟期に移行しつつある中、搬出間伐
等の木材生産基盤の整備が求められおりこれを達成
するための目標を設定している。

整備計画の
効果・効率性

森林の多面的な機能の発揮や搬出間伐の促進の目
標と定量的な指標は整合している。

県の実績調査等による把握可能な指標となってい
る。

事業実施による効果が事業目的に即した指標となっ
ている。

整備計画の
実現可能性

ランク 判定基準
評価　Ⅰ 事業実施

評価　Ⅰ評価　Ⅱ 計画の見直し

農山漁村地域整備計画事前評価調書

計
画
の
概
要

岐阜県農山漁村地域森林保全・整備計画（森林整備分野）

岐阜県

山県市、本巣市、大垣市、養老町、垂井町、関ケ原町、揖斐川町、関市、郡上市、七宗町、八百津
町、御嵩町、白川町、東白川村、多治見市、土岐市、瑞浪市、中津川市、恵那市、下呂市、高山
市、飛騨市、白川村（計２３市町村）

令和８年度～令和１２年度（５年間）

・森林資源が成熟しつつあるが、木材価格の低迷等により、森林の適切な手入れが不足している。
森林の持つ多面的機能(農業用水の安定的供給、河川への濁水や急激な出水の緩和、土砂流出
緩和によるアユ漁場の保全）が十分発揮されるよう、林道、作業道の整備を進め間伐を推進する。
また、間伐材を搬出し利用する利用間伐を進め、木材を安定的に供給していく体制を整備すること
で農山村地域の林業及び木材産業の振興と地域の活性化を図る。

評価指標

【岐阜県森林整備計画】

・ 林道や作業道の整備を促進し、搬出間伐面積（森林整備関連事業分）を16,000ha/5年(令和2年
度～令和7年度累計)から22,000ha/5年(令和8年度～令和12年度累計)にまで増加させる。



計画の名称

計画策定主体

対象市町村

計画期間

計画の目標

評価指標

評価基準 評価結果

全項目が○である。

１項目でも×がある。

項目 評価項目 評価

・関連する計画との整合が図ら
れているか

○

・地域の課題に適切に対応する
目標となっているか

○

・整備計画の目標と定量的指標
の整合性がとれているか

○

・事後評価ができる適切な指標
となっているか

○

・構成事業の実施による効果を
評価するための指標として適切
なものとなっているか

○

・円滑な事業執行の環境が整っ
ているか

○

・地元の機運が醸成されている
か

○

対象地の条件、事業に必要な技術的条
件、予算措置等様々な側面から検討して
実施可能な計画となっている。

地域住民からの要望に基づき事業を実施
しているため、地元関係者からの同意や理
解は得られている。

評
価

評価根拠

目標の妥当性

「第1次国土強靭化実施中期計画」の考え
方に準拠した事業目標及び「岐阜県森林
づくり基本計画」と整合性が図られている。

地域の課題である、「山地災害の防止」に
対応した目標となっている。

整備計画の
効果・効率性

整備計画を達成するための定量的指標と
なっている。

治山事業実施に伴う森林復旧面積、山地
災害防止機能の向上を図る山地災害危険
地区数など、事後評価のできる指標となっ
ている。

評価指標は、それぞれの事業目的に沿っ
たものであり、事業実施に伴い発現する効
果となっている。

整備計画の
実現可能性

ランク 判定基準

評価　Ⅰ 事業実施
事業実施

評価　Ⅱ 計画の見直し

農山漁村地域整備計画事前評価調書

計
画
の
概
要

岐阜県農山漁村地域森林保全・整備計画（治山事業整備分野）

岐阜県

高山市、関市、美濃市、瑞浪市、恵那市、土岐市、各務原市、可児市、山県市、飛驒市、
本巣市、郡上市、下呂市、垂井町、関ケ原町、揖斐川町、大野町、坂祝町、白川町、白川
村（計２０市町村）

５ヶ年（令和８年～令和１２年）

・ 荒廃地や荒廃森林の再生に必要な施設の設置と森林整備を推進する。
・ 防災対策としての治山施設整備や森林整備、並びに山地災害情報の提供などのソフト
対策を総合的に推進する。

・ 治山事業の実施により、２０haの森林の公益的機能を回復又は維持する。
・ 治山事業の実施により、山地災害危険地区６２地区において森林の山地災害防止機
能の向上を図る。


